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住民監査請求の結果について（通知） 

 

令和８年６月１６日付けで請求のあった地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以

下「法」という。）第２４２条第１項の規定に基づく住民監査請求（以下「本件請求」

という。）について、請求の内容を法律上の要件に照らして審査した結果、下記の理

由により住民監査請求の対象として不適法なものであると判断したので、これを受理

せず却下します。 

記 

１ 本件請求の内容   

 別紙のとおり 

２ 却下の理由  

  住民監査請求制度は、地方公共団体の執行機関又は職員の違法又は不当な財務会

計上の行為又は怠る事実により、地方公共団体の住民全体が損失を被ることを防止

するため、住民が監査委員に対し監査請求を提出することで、その違法又は不当な

財務会計上の行為又は怠る事実の予防、是正を図ることを本来の目的とする制度で

ある。 

このことから、地方公共団体の執行機関又は職員のあらゆる行為を対象とするも

のではなく、その対象とされる事項は、法第２４２条第１項に定める事項、すなわ



  

ち「違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締結

若しくは履行若しくは債務その他の義務のある負担」又は「違法若しくは不当に公

金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実」に限定されており、その対

象となる財務会計行為、更には執行機関又は職員、違法又は不当の事由、生じた損

害、講ずべき必要な措置は具体的に特定されていなければならない。 

請求人が本件請求で求めている事項は、いずれもこれらに該当しないものであり、

本件請求は法第２４２条第１項に定める住民監査請求の対象として不適法なもの

であると判断した。 

 

 

 

 





                                                







                                                




